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本研究では，オフィスワーカーの活躍評価として，入退室データより得られたワーカーの行動履歴

の定量的分析による手法を提案する．会議参加数を活躍の指標として，ワーカー属性毎に分析する． 

366 名の 1ヶ月の行動履歴を事例として結果を示す． 

 

1.はじめに 

近年 IC カードの普及に伴い，IC カード利用履

歴を用いた人の行動分析の研究が増えている[1]

[2].また，センサデータを用いたオフィスワー

カーの行動分析や位置情報ログに周期的に出現

する行動パターンの研究もされているが分析用

の特別な装置を必要とする研究が多い[3][4].本

研究では，多くの組織で普及が進んでいる入退

室管理システムから得られる既存の入退室デー

タのみを用いることを特徴とし，オフィスワー

カーの活躍評価としての活用の可能性を考察す

るものである．入退室データからワーカーの活

躍評価が可能となれば，企業の働き方改革等へ

の利用も考えられる. 

オフィスワーカーの活躍評価の指標は多様に

存在する可能性があるが，現状，正確に評価で

きる指標は示されていない．ワーカーの活躍評

価には，「身体運動＝幸福感＝生産性」の緊密

な関係を示した研究事例[5]より，「よく動く人

=仕事ができる人」という関係があげられ，指標

としては総活動量が考えられる[9]．しかし，個

人属性によって活動量は異なると予想されるた

め，単純な活動量以外の指標が必要である． 

一方で，会議が企業業績の上昇につながって

いるなどの定量的評価を行った調査報告[6]や社

内での全体業務に占める会議時間の割合に関す

る調査報告[7]より，企業における会議の重要性

が注目されている．本研究では，「会議によく

参加する（招集される）人=仕事ができる人」と 

 

 

いう関係を仮定し，オフィスワーカーの活躍指

標として，「会議参加数」を用いる． 

 

2.入退室管理システム 

入退室管理システムは，ビル・オフィス，工

場，病院，学校などでの人の出入りを管理する

ためのセキュリティとして，企業・法人におけ

る様々な拠点において普及してきているが，単

に敷地や部屋への認証だけでなく，利用者が特

定できることで，利便性の向上に活用できるシ

ステムである．各扉に設置されたカードリーダ

は，かざされた IC カードの情報を読み取り，通

行履歴として記録する．管理者は，通行履歴を

確認することができるが，統計的な把握などは

容易ではなく，不正な入退室管理の月毎の変化

などをもっと容易に把握したい，さらに，社員

や部門毎の入退室傾向の分析や，社員がどの部

屋にいるのかの把握を行いたいという要望をも

つ[8]．このような組織内分析の要望がある一方

で，新しい制度や取り組みを導入した成果とし

て，属性毎のワーカーの活躍を比較したいとい

う組織間分析の要望も考えられる． 

これらの組織内分析・組織間分析の一手法と

して，入退室データをオフィスワーカーの活躍

評価として活用する手法を提案し，その有効性

を考察する． 

 

3.提案手法 

本研究では表 1 に示す（打刻日，打刻時刻，

打刻場所，操作，ワーカーID)の 5 つの属性で構

成された入退室データを扱う．操作には，部屋
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の入室または退室が記録されている．提案手法

では，活躍評価の指標として会議室への入室と

その滞在時間に着目するため，同部屋への入室

と退室データを結合し，表 2 のような滞在に着

目した属性（入室日，入室時刻，滞在時間

（分），滞在場所，ワーカーID）に変換し用い

る． 

表 1:入退室データ 

打刻 

日 

打刻 

時刻 

打刻場所 操作 ワーカーID 

 

表 2：滞在データ 

入室 

日 

入室 

時刻 

滞在 

時間 

滞在場所 ワーカーID 

 

各ワーカーの滞在データから，出勤日あたり

の会議参加数を会議室での滞在時間 n を考慮し

た式(1)を算出し，活躍評価の指標として提案す

る． 

 

ワーカー𝒊𝒊の会議参加数

=

�
 滞在時間 > 𝒏𝒏  

∧滞在場所 = 会議室

∧ワーカー𝑰𝑰𝑰𝑰 = 𝒊𝒊 

�の滞在データ数

𝒊𝒊の出勤日数
 (1) 

 

ここで，会議室での滞在時間を考慮した理由

は，実際の会議参加数には，会議への参加では

なく会議準備等のための短時間の会議室滞在が

含まれる可能性があると考えたためである． 

実験では，本指標を用いてワーカー属性毎に

値を算出し傾向を分析することで，本指標の有

効な活用法について探る． 

 

4.実験 

4.1 実験方法 

実験では協力企業の 2016 年 6 月（平日 22 日

間）に 1 日以上出勤した 366 名の入退室データ

を用いる． 

実験 1 として，式（1）により全ワーカーの会

議参加数を算出し，算出した各ワーカーの会議

参加数とワーカー属性（部署，職級，年代，社

歴，性別）毎の傾向を分析する． 

各属性にはそれぞれ複数の項目が存在し（例

えば，「性別」属性には（男性，女性）の項

目），各項目に適合するワーカーの会議参加数

の平均値に項目毎に有意差が確認できれば，本

実験データに対して活躍評価の傾向を分析する

ために適切な属性と見ることができる．そのた

め，属性毎に各項目の会議参加数の平均値の検

定（Wilcoxon/Kruskal-Wallis の検定(順位和)）

を行い，有意差が確認された属性を本実験での

分析対象として抽出し以降の実験に用いる． 

次に，実験 2 として，提案手法である会議参

加数の滞在時間 n を変えた結果と総滞在データ

数（式（2））とを比較して提案手法の特徴を示

す． 

 

ワーカー𝒊𝒊の総滞在データ数

=
� ワーカー𝑰𝑰𝑰𝑰 = 𝒊𝒊 �の滞在データ数

𝒊𝒊の出勤日数
 (2) 

 

最後に，実験 3 として，提案手法を用いて複

数の属性に着目した本実験データの傾向分析を

行う． 

 

4.2 実験結果と考察 

4.2.1 実験 1：会議参加数の属性別平均値検定 

表 3 に n=0,10 とした時の属性毎の各項目にお

ける会議参加数平均値の検定結果を示す． 

 

表 3：各項目の会議参加数平均値の検定結果 

（赤字は p<0.01） 

属性 自由度 p値(n=0） p値(n=10) 

部署 15 <.0001  <.0001  

職級 4 <.0001  <.0001  

年代 6 <.0001  0.0034  

社歴 6 0.0994  0.2009  

性別 1 0.0670  0.2711  

n の値に関わらず「部署」「職級」「年代」の

3 つの属性において有意差を確認した（有意水準

1%）．逆に，「社歴」「性別」の 2 属性につい

ては有意差が確認できなかったことより，本実

験データにおいては，この 2 属性について項目



に関わらず会議参加数が平均的であることが分

かる．なお，有意差を確認した 3 属性のうち

「部署」は業務内容により会議の必要性に差が

ある可能性があり，会議参加数に活躍評価とは

異なる偏りが出てしまうため，本稿での考察か

ら除外する． 

以上より，本実験データに対する活躍評価の

考察に適切な属性として「職級」「年代」を以

降の分析に用いる． 

 

4.2.2 実験 2：滞在時間 n を変化させた比較と

総滞在データ数との比較 

図 1，2 に n=0,10 の時の職級および年代の項

目毎の会議参加数および総滞在データ数の平均

値を示す．なお，グラフ内の職級に付与された

数字は数が大きい程高い職級を示す． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1：職級毎の会議参加数および滞在データ数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2：年代毎の会議参加数および滞在データ数 

n による違いを見ると，いくつかの項目におい

て，n=10 の会議参加数は n=0 の会議参加数と比

べて大幅に減少している．これらの項目に属す

るワーカーは会議室滞在時間が 10 分以内である

回数が特に多く，短い滞在時間が本来の会議利

用ではないと仮定するならば n=0 の指標値では

活躍指標としての機能が十分に働いていないも

のと示唆される．また，n=10 では職級が上がる

につれて会議参加数が上昇する傾向が確認でき

た．一方で，この結果が，活躍指標として機能

しているかには検討の余地があり，そのために

は適切な nの検討をする必要がある． 

総滞在データ数と会議参加数の違いを見ると，

n=0 の会議参加数の一部を除いて，総滞在データ

数と会議参加数では属性の項目毎の傾向に異な

る傾向が見られ，会議参加数は単純な活動量以

外の指標となる可能性がある． 

一方で，n=10 の会議参加数に関して，職級で

は右肩上がりの傾向が確認できたが，年代では

その傾向が確認できなかった．この結果にライ

フイベント期等による性別の影響の可能性を推

測し，実験 3 では，n=10 の年代毎の会議参加数

を性別によって比較した． 

 

4.2.3 実験 3：n=10 の会議参加数の 2 属性に着

目した比較 

図 3 に 2 つめの属性（性別）を追加した n=10

の時の年代毎の会議参加数の平均値を示す． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3：年代・性別毎の会議参加数(n=10) 
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男性では 30～34 歳，女性では 40～49 歳で値

が低く，同項目で性別による逆の傾向がみられ

る．これより 2 つめの属性を追加することで追

加前（黒点線）ではみられなかった 10 分を超え

る会議参加数の内での属性差が明らかとなった． 

しかし，この傾向についての考察はできていな

い． 

 

5.まとめと今後の課題 

 本研究では，ワーカーの新たな活躍評価とし

て，入退室データより会議室の入室回数と滞在

時間を考慮した新たな指標を提案した．実験で

は，協力企業の 1 か月分の入退室データを用い

て 366 名のワーカーの会議参加数を算出した．

ワーカーの属性毎に滞在時間を変化させた比較，

総滞在データ回数との比較を行った結果，提案

手法によって総滞在データ数では計測できない

ワーカーの属性毎の傾向を確認でき，また滞在

時間を考慮することで提案手法の活用の可能性

を示した． 

一方で，今回，有意差の出た属性の中で，部

署の考察を省略したが，項目毎の傾向を見ると，

会議参加数が特に多い部署が存在した．このこ

とより，会議参加数は組織によっては業務内容

にも関連する可能性があり，提案手法を用いて

評価できる対象者に一定の選別が必要なことが

明らかとなった． 

また，有意差の出なかった属性については，

その属性による会議参加数に項目毎の差がみら

れなかったということになる．これは，実験デ

ータの提供元企業においては，性別・社歴での

会議参加数に差がないという結果となり，これ

らの属性についてはワーカーが平等に活躍でき

ている結果といえる. 

今後は，入退室データより計測することので

きる他の指標や提案手法との併用等を検討した

い． 
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